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１．はじめに
　原発の再稼働が進まない。事故直前の2010年度には25%を占めていた年間発電電力量に占める原子力発電電力量の割合は，2016年度には2%に落ち込んだ。大手電力各社は，収益の生まない原発設備を抱えたまま，代替コストの支払いを継続しており，それは，大手電力会社10社の営業費用合計が2010年度の15.3兆円から18.3兆円（2017年度）と増加していることにも現れている。一方，2016年4月からの電力小売全面自由化によって，販売電力量は減少している。当初約5%（特別高圧・高圧・低圧を含む全体）だった新電力の販売電力量に占めるシェアは，2018年12月時点では約15%と増加した。逆に言えば，大手電力会社の販売電力量のシェアは10ポイント減少した。ただし，家庭向け電気料金が約10%，産業向け電気料金が約14%上昇したことにより，営業収益は16.5兆円（2010年度）から19.3兆円（2017年度）へ増大し，業績は堅調である。株価も全体としてみれば堅調で，東京電力を除く大手9社の時価総額は4.6兆円（2010年度）から5.2兆円（2018年度）へ推移している（東京電力を含めると4.9兆円から7.1兆円）。本報告は，かかる状況を踏まえたうえで，原発事業から撤退した場合における財務的影響について考察することを目的とする。
２．分析方法　
　電力会社が全原発を廃止した場合の財務的影響については，大阪府市エネルギー戦略会議（2013）および金森・大島（2014）がある。本報告では，これらの先行研究が公表された後に生じた制度変更や，その後の経営環境の変化を踏まえたうえで，原発事業からの撤退が大手電力会社の経営に与える影響について検討する。
　北海道・東北・東京HD・中部・北陸・関西・中国・四国・九州・日本原電の各電力会社の2019年3月期の有価証券報告書を利用し，実績にもとづく分析をおこなう。金森・大島（2014）では個別財務諸表の数値を利用したが，東京電力が持ち株会社形態になったことに鑑みて本報告では連結財務諸表の数値を利用する。分析方法は基本的に金森・大島（2014）を踏襲するが，2015年・2018年の廃炉会計制度改正，2015年・2016の再処理等拠出金法改正による変更を考慮する。すなわち，原子力廃止関連仮勘定の設定，資産除去債務の費用化の期間の変更，再処理費用の積立金方式から拠出金方式への変更，ならびに，再処理費用への再処理関連加工費の追加を反映する。
３．分析結果

　分析結果は以下のとおりである。ただし，本報告要旨作成時現在，2019年3月期の有価証券報告書が未公表のため，便宜的に決算短信の数値にもとづいて作成している（日本原電は決算短信の公表がないため今回は空欄としている）。2019年9月の大会当日には，有価証券報告書のデータに更新した結果を報告する予定である。特に，建設仮勘定における原発設備の内訳ならびに原子力発電設備における土地の内訳等については，有価証券報告書公表後，各電力会社に問い合わせる必要があり，回答のあった数字を掲載する。
表1　全原発を廃止した場合の財務的影響（2019年3月期）　　　　　　　　　（単位：億円）
	
	北海道
	東北
	東京HD
	中部
	北陸
	関西
	中国
	四国
	九州
	日本原電
	計

	原子力発電設備（土地を除く）の除却
	1,953
	2,719
	9,892
	1,748
	1,361
	3,905
	1,022
	1,163
	3,576
	1,034
	28,373

	建設仮勘定（原発設備）の減損
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	0

	使用済燃料再処理関連加工仮勘定の減損
	69
	143
	888
	208
	45
	561
	113
	441
	324
	－
	2,792

	核燃料の減損
	1,971
	1,650
	6,570
	1,846
	976
	5,062
	1,591
	1,055
	2,678
	1,177
	24,576

	原子力発電工事償却準備引当金
	－
	－
	71
	－
	－
	－
	862
	－
	－
	－
	933

	損失合計
	3,993
	4,512
	17,279
	3,802
	2,382
	9,528
	1,864
	2,659
	6,578
	2,211
	54,808


４．結論

　表1より，全原発関連項目を貸借対照表から消去することを考えたとき，損失合計は5.4兆円になる（核燃料の転売をゼロとする）。10社の純資産合計が9.3兆円であることから，単年度ですべてを消去しても債務超過には陥らない。ただし一般企業会計と異なり電気事業会計では，この損失は繰越し可能となっている。繰越し年限については号機によって異なるため一概にはいえず，また料金回収に応じて計算される部分もあり，正確なところは不明である。仮に10年定額法とすれば1年あたり5,400億円，20年とすれば2,700億円となる。この場合，10社の当期純利益合計が5,700億円なので十分吸収可能である。また10社合計の原子力発電費が約1.6兆円（2018年3月期・有価証券報告書公表後に訂正）あるので，この先どれだけ再稼働が実現するかにもよるが，廃炉したほうがよほど経済的である。総じて，電力会社の貸借対照表から使用済燃料の再処理に関係する資産・負債がほぼなくなったことにより，廃炉にあたっての会計処理はよりシンプルになった。日本原燃・日本原電の清算に係る費用（債務保証，長期投資等）の金額とタイミングについては別途考慮が必要であるが，原発事業からの撤退は現実的な選択肢となっているといえるだろう。
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